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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第34期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第33期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 8,618,888 33,461,342

経常利益（千円） 117,418 1,102,796

四半期純損失（△）又は当期純利益

（千円）
△3,124 479,280

純資産額（千円） 9,618,677 10,049,329

総資産額（千円） 27,693,282 27,433,622

１株当たり純資産額（円） 837.99 869.28

１株当たり四半期純損失金額（△）

又は１株当たり当期純利益金額（円）
△0.32 48.45

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― 45.23

自己資本比率（％） 29.5 31.0

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△87,479 1,498,207

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△197,412 △1,671,544

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
251,274 840,627

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
2,596,985 2,775,232

従業員数（名） 934 884

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第34期第１四半期連結累計（会計）期間の四半期純損失については、「棚卸資産の評価に関する会計基準」

の適用に伴うたな卸資産評価損の計上ならびに子会社株式一部売却に伴う法人税等調整額が影響を及ぼし

ております。

４．第34期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

　　　　５．従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社企業グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、主要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

　(1）連結会社の状況 平成20年６月30日現在

従業員数（名） 934 （284）  

　（注）　従業員数は就業人員数（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループ

への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外書で記載し

ております。

　(2）提出会社の状況 平成20年６月30日現在

従業員数（名） 273 （137）  

　（注）　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者

数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外書で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　　当第１四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円）

電子機器関連事業  

情報通信機器 3,503,586

ＦＡ関連機器 1,200,941

その他の電子機器 163,857

計 4,868,385

光学機器関連事業 3,566,162

合計 8,434,548

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　　当第１四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 受注残高（千円）

電子機器関連事業   

情報通信機器 3,691,886 1,849,960

ＦＡ関連機器 890,344 813,835

その他の電子機器 15,078 115,974

合計 4,597,308 2,779,770

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

３　光学機器関連事業は受注生産を行っていないため、受注高及び受注残高はありません。

(3）販売実績

　　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円）

電子機器関連事業  

情報通信機器 3,390,042

ＦＡ関連機器 993,356

その他の電子機器 148,231

計 4,531,630

光学機器関連事業 4,087,258

合計 8,618,888

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先
当第１四半期連結会計期間

販売高（千円） 割合（％）

㈱ハギワラシスコム 2,549,129 29.6
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２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中における将来に関する事項につきましては、当第１四半期報告書提出日（平成20年８月12日）現在において当

社企業グループが判断したものであります。

(1）業績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国を発端とした世界経済の急速な減速懸念の他、原材料や

原油価格の高騰による影響から、景気の先行きに対する不透明感が増してまいりました。

当社企業グループの属する事業分野におきましても、客先からの受注調整や価格引き下げ要請、低価格・高機能

製品の開発製造ニーズが加速し、経営環境は厳しさを増しており、加えて、今まで以上に品質管理強化や環境対策等

も求められております。

このような状況下におきまして、当社企業グループは、「電子機器関連事業」では、オフィスセキュリティ市場や

生産設備市場等の成長市場への推進を強化するとともに、客先動向に左右されやすい受託開発型から一部自社開発

型へと軸足を移すべく対応をスタートさせております。また、「光学機器関連事業」では、書画カメラ市場の需要が

国内外で拡大するものと予想し、新レンズ工場やタイの生産工場を効果的に稼動させる一方、平成20年２月に資本

参加したサンヨーオーエーグループの販路の活用も含め営業活動を加速させております。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高8,618百万円、営業利益105百万円、経常利益117百万円、四

半期純損失３百万円となりました。

なお、当第１四半期純損失には、「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用に伴うたな卸資産評価損の計上な

らびに子会社株式一部売却に伴う法人税等調整額が影響を及ぼしております。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①　電子機器関連事業

　　　　電子機器関連事業は、当社における売上が、不安定な景況により既存先について伸び悩みました。一方、新規開拓

活動としてオフィスセキュリティ市場や生産設備市場をターゲットに積極的に推進しましたが、新規期待案件

はあるものの即売上に結びつかず、結果として前年同期比減少いたしました。

　営業利益は、当初予想のとおり、売上の減少の他、主要客先の価格引き下げ要請等により利益率が低下し、ま

た、新製品の開発費用も発生して前年同期比減少いたしました。

　子会社の㈱グラフインでは、画像データ入出力ボードの売上が堅調に推移し、自社開発のＣＭＯＳセンサ及び

携帯カメラ向けモジュール評価システムの販売も軌道に乗ってきており、売上・利益ともに前年同期比増加し

ましたが、㈱中日電子は受注案件が停滞ぎみとなり、売上・利益ともに前年同期比減少いたしました。

　この結果、電子機器関連事業における当第１四半期連結会計期間の売上高は4,646百万円となりました。また、

営業損失は46百万円となりました。

②　光学機器関連事業　

　光学機器関連事業は、主力製品である書画カメラが米国初等教育市場で需要が拡大し、前連結会計年度に立ち

上げた新レンズ工場ならびにタイの生産工場を本格稼動させて対応いたしました。

　この結果、光学機器関連事業における当第１四半期連結会計期間の売上高は4,113百万円となりました。また、

営業利益は161百万円となりました。

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。　

「日本」は、当第１四半期連結会計期間の売上高が8,573百万円となり、営業利益は108百万円となりました。　

「日本」以外の所在地につきましては、光学機器関連事業のみが海外事業を展開しており、「北米」は、米国にお

ける書画カメラの売上が好調を持続し、売上高1,461百万円、営業利益65百万円となりました。

また、「欧州」も売上高209百万円、営業利益22百万円となりました。さらに、「アジア」はタイの生産工場が稼動

を開始し、売上高371百万円、営業損失12百万円となりました。
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(2）財政状態　

　当第１四半期末の財政状態は、たな卸資産の増加などにより、総資産は前連結会計年度末に比べ259百万円増加し

て27,693百万円となりました。純資産は利益剰余金及び為替換算調整勘定の減少などにより、前連結会計年度末に比

べ430百万円減少して9,618百万円となりました。自己資本比率は前連結会計年度末に比べ1.5％減少して29.5％とな

りました。

(3）キャッシュ・フローの状況　

当第１四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整

前四半期純損失が277百万円となったほか、売上債権の減少額が639百万円となったものの、たな卸資産の増加額が

941百万円となったことなどにより、営業活動で使用した資金が87百万円となり、投資活動においては有形固定資産

の取得など197百万円を支出、一方、設備充当資金や運転資金に対する借入金など財務活動において251百万円を得

たことにより、前連結会計年度末に比べ178百万円（6.4％）減少して2,596百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第１四半期連結会計期間において営業活動の結果、使用した資金は87百万円となりました。これは主に、税金

等調整前四半期純損失277百万円のほか、売上債権の減少額639百万円に対し、たな卸資産の増加額が941百万円と

なったことなどによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第１四半期連結会計期間において投資活動の結果、使用した資金は197百万円となりました。これは主に、有形

固定資産の取得により149百万円を支出したことなどを反映したものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間において財務活動の結果、得られた資金は251百万円となりました。これは主に、設備

充当資金や運転資金に対して、短期借入金及び長期借入金が前連結会計年度末に比べて437百万円増加したこと

などを反映したものであります。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題　

　　当第１四半期連結会計期間において、当社企業グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動　

　　当第１四半期連結会計期間における当社企業グループ全体の研究開発費の総額は、259百万円であります。

　　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社企業グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し　

　　当社企業グループを取り巻く事業環境は、客先の受注調整や価格引き下げ要請、低価格・高機能製品の開発製造

ニーズが加速し、経営環境は厳しさを増しており、また、品質管理強化や環境対策等も今まで以上に求められており

ます。

　　当社企業グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、成長分野に着目したマーケティング活動を積極的

に開始したほか、市場動向を踏まえた新製品を開発強化すべく対応しており、今後の成長に向けた体制基盤作りを

早期に行い、グループとしての競争力を高めてまいります。
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(7）資本の財源及び資金の流動性についての分析　

　　当社企業グループの所要資金につきましては、自己資金のほか、金融機関借入金もしくは市場からの資金により調

達しております。そのうち金融機関借入金につきましては、基本的に運転資金は原則１年以内の短期借入とし、設備

資金や投資資金は３年から５年の長期借入にて対応しております。その他、平成16年10月にアルパイン円建ＣＢ(転

換社債型新株予約権付社債)を1,700百万円発行しましたが、当第１四半期連結会計期間末残高は10百万円であり、割

引ならびにアルパイン円建ＣＢの償還が１年以内となりましたので、当該社債を加えると、短期借入比率が75.0％と

なっております。

　　当第１四半期連結会計期間における流動資産18,334百万円に対して、流動負債は13,576百万円であり、流動比率は

135.0％となり、また、現金及び預金は2,851百万円を所持しており、財務状態は健全であると考えております。

　　なお、資金運用につきましては、投機目的の資金投資は一切避け、金融機関を中心として、かつ価格変動の影響の少

ない商品に範囲を限定しております。

(8）経営者の問題認識と今後の方針について　

　　当社企業グループの経営陣は、信頼性の高い財務報告を達成するためにリスク管理を含め、内部統制を厳正管理・

運用し、チェックする体制を整備してまいります。
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第３【設備の状況】

(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画　

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設等についての重要な

変更は、次のとおりであります。

　なお、前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の除却等はありません。また、当第１四半期連結

会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。

会社名
事業所名　(所

在地)

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定　　

年月
完成後の増加能力総額 既支払額

(千円) (千円)

㈱エルモ社
本社・工場 光学機器　　　関

連事業
本社工場改修 1,068,000 ―

増資資金

及び借入金

平成20年　　

3月

平成21年　　

7月

合理化をはかるた

めのものであり、

生産能力に影響は

ありません。

(名古屋市　瑞

穂区)

（注）１．当初の計画に比べ、投資予定額の総額が104,000千円増加し、資金調達方法の借入金に増資資金を追加してお

ります。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 10,055,117 10,055,117 ジャスダック証券取引所 ―

計 10,055,117 10,055,117 ― ―

　（注）　提出日現在の発行数には、平成20年8月１日からこの第１四半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧転換

社債等の権利行使を含む。以下同様。）により発行された株式数は、含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

新株予約権付社債

　平成13年改正旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

2008年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債（平成16年10月６日発行）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） ２

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 12,150

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり　823円　（注）１，２

新株予約権の行使期間 平成16年10月13日～平成20年９月22日　（注）３

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

発行価格　　823円

資本組入額　412円

新株予約権の行使の条件 新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 ―

代用払込みに関する事項

旧商法第341条ノ３第１項第７号及び第８号により、本新株

予約権を行使したときは、かかる行使をした者から当該本

新株予約権に係る本社債の全額の償還に代えて当該本新株

予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込がな

されたものとする旨の請求があったものとみなします。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

新株予約権付社債の残高（千円） 10,000

　（注）１　転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額で当社

普通株式を発行又は処分する場合には、次の算式により調整されます。なお、次の算式において「既発行株式

数」は当社の発行済普通株式総数（ただし、当社の保有する自己株式数を除く。）をいいます。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新発行・処分株式数×１株あたりの発行・処分価額

調整後転換価額＝調整前転換価額×
時価

既発行株式数＋新発行・処分株式数

また、転換価額は、当社普通株式の分割・併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の交

付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行等が行われる場合、その他

一定の事由が生じた場合にも、適宜調整されます。ただし、当社又は当社子会社の役員又は従業員に対して、

当社のストック・オプション・プランとしてなされる新株予約権の付与の場合には、調整は行われません。

２　新株予約権行使時の１株当たりの払込価額（転換価額）は、社債要綱に規定された転換価額の修正条項によ

り、平成18年10月20日以降950円から823円に修正されております。

３　期中繰上償還の場合には、当該償還日に先立つ５銀行営業日前の銀行営業終了時まで、期限の利益喪失の場合

には、期限の利益喪失時までとします。いずれの場合も平成20年９月22日より後に本新株予約権を行使する

ことはできません。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成20年４月１日～　　　

平成20年６月30日
― 10,055,117 ― 2,250,844 ― 2,520,409

（５）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、モルガン・スタンレー証券株式会社から平成20年７月７日付の大量保有報告書

の変更報告書の写しの送付があり、平成20年６月30日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告

を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができておりま

せん。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

モルガン・スタンレー・インベスト

メント・マネジメント・リミテッド

26 Cabot Square Canary Wharf

London E14 4QA U.K
株式 　― ―

モルガン・スタンレー・アセット・

マネジメント投信株式会社

東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号

恵比寿ガーデンプレイスタワー
株式 　　397,900 3.96

　

（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年３月31日現在　

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 　 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） 　 ― ― ―

議決権制限株式（その他） 　 ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 264,200 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,781,300 97,813 ―

単元未満株式 普通株式 9,617 ― ―

発行済株式総数 普通株式 10,055,117 ― ―

総株主の議決権 　 ― 97,813 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株（議決権13個）含まれ

ております。　
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②【自己株式等】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年３月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数(株)

他人名義

所有株式数(株)

所有株式数

の合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

株式会社タイテック
名古屋市南区

千竈通２－13－１
264,200 　　　　　― 264,200 2.63

計 ― 264,200 　　　　　― 264,200 2.63

　（注）　当四半期末（平成20年６月30日）の自己株式は、311,000株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合は

3.09％）となっております。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 400 400 399

最低（円） 360 360 365

　（注）　株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日以降、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。

EDINET提出書類

株式会社タイテック(E02022)

四半期報告書

13/26



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成２０年６月３０日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成２０年３月３１日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,851,985 3,030,232

受取手形及び売掛金 7,314,497 8,033,858

商品 390,811 177,706

製品 1,992,491 1,582,652

原材料 2,150,575 2,053,890

仕掛品 2,133,442 2,093,299

その他 1,529,183 1,288,209

貸倒引当金 △28,969 △32,860

流動資産合計 18,334,017 18,226,989

固定資産

有形固定資産

土地 4,436,370 4,456,635

その他（純額） 3,475,015 3,563,529

有形固定資産合計 ※1
 7,911,385

※1
 8,020,164

無形固定資産 250,312 250,248

投資その他の資産

その他 1,209,799 948,452

貸倒引当金 △12,232 △12,232

投資その他の資産合計 1,197,566 936,219

固定資産合計 9,359,264 9,206,633

資産合計 27,693,282 27,433,622

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,372,359 6,191,114

短期借入金 5,581,912 5,384,690

未払法人税等 95,453 141,827

役員賞与引当金 11,200 22,820

リコール損失引当金 21,413 24,397

その他 1,494,097 1,302,838

流動負債合計 13,576,436 13,067,687

固定負債

長期借入金 1,889,680 1,683,322

退職給付引当金 2,218,889 2,216,742

役員退職慰労引当金 67,092 105,007

負ののれん 222,159 252,650

その他 100,346 58,883

固定負債合計 4,498,167 4,316,606

負債合計 18,074,604 17,384,293
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成２０年６月３０日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成２０年３月３１日）

純資産の部

株主資本

資本金 2,250,844 2,250,844

資本剰余金 2,447,767 2,447,767

利益剰余金 3,798,245 3,942,617

自己株式 △166,041 △148,140

株主資本合計 8,330,815 8,493,087

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △13,896 △16,462

繰延ヘッジ損益 △7,245 2,707

為替換算調整勘定 △144,243 31,739

評価・換算差額等合計 △165,385 17,984

少数株主持分 1,453,247 1,538,256

純資産合計 9,618,677 10,049,329

負債純資産合計 27,693,282 27,433,622
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

売上高 8,618,888

売上原価 7,085,126

売上総利益 1,533,761

販売費及び一般管理費 ※1
 1,428,405

営業利益 105,356

営業外収益

受取利息 8,548

受取配当金 1,059

負ののれん償却額 30,491

その他 15,869

営業外収益合計 55,969

営業外費用

支払利息 20,253

為替差損 19,193

その他 4,460

営業外費用合計 43,907

経常利益 117,418

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,283

その他 177

特別利益合計 1,460

特別損失

投資有価証券評価損 1,652

持分変動損失 1,365

たな卸資産評価損 ※2
 389,051

その他 4,672

特別損失合計 396,741

税金等調整前四半期純損失（△） △277,862

法人税等 △309,033

少数株主利益 34,295

四半期純損失（△） △3,124
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △277,862

減価償却費 202,300

負ののれん償却額 △30,491

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △20,020

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,147

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △37,915

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,492

受取利息及び受取配当金 △9,608

支払利息 20,253

投資有価証券評価損益（△は益） 1,652

有形固定資産売却損益（△は益） △28

有形固定資産除却損 446

持分変動損益（△は益） 1,365

売上債権の増減額（△は増加） 639,804

たな卸資産の増減額（△は増加） △941,536

仕入債務の増減額（△は減少） 382,434

その他 160,620

小計 91,070

利息及び配当金の受取額 9,608

利息の支払額 △20,844

法人税等の支払額 △167,313

営業活動によるキャッシュ・フロー △87,479

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △149,796

有形固定資産の売却による収入 426

無形固定資産の取得による支出 △19,990

投資有価証券の取得による支出 △49,041

子会社の増資 1,134

貸付金の回収による収入 195

定期預金の預入による支出 △125,000

定期預金の払戻による収入 125,000

その他 19,659

投資活動によるキャッシュ・フロー △197,412

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 212,300

長期借入れによる収入 500,000

長期借入金の返済による支出 △274,520

自己株式の取得による支出 △17,900

配当金の支払額 △136,214

少数株主への配当金の支払額 △32,391

財務活動によるキャッシュ・フロー 251,274

現金及び現金同等物に係る換算差額 △144,629

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △178,246

現金及び現金同等物の期首残高 2,775,232

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,596,985
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基

準第９号　平成18年７月５日）を適用し、評価基準については、原価法から原価法
（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

　　この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総利益、営業利益及び経常利益が

48千円減少し、税金等調整前四半期純損失が296,304千円増加しております。
　　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　 （2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適

用

　　当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結
決算上必要な修正を行っております。

　　この結果、従来の方法によった場合に比べて、経常利益が3,452千円減少し、税金等調
整前四半期純損失が3,452千円増加しております。

　 （3）リース取引に関する会計基準の適用

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会

計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日
改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月
30日改正））が平成20年４月１日以降開始する連結会計年度に係る四半期連結財務
諸表から適用することができることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期

間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっており

ます。

　　また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法

については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

　　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用し

ております。

　　この結果、従来の方法によった場合に比べて、リース資産が有形固定資産「その他」

に41,400千円、無形固定資産に5,687千円計上されておりますが、損益に与える影響は
ありません。

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高算

定方法

　当第１四半期連結会計期間末の一般債権の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の一般債権の貸倒実績

率等を使用して、当第１四半期連結会計期間末の一般債権の貸倒見積高の算定を行って

おります。

２．たな卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前連

結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によってお

ります。

　また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ

正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

税金費用の算定方法 　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、6,891,103千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、6,738,645千円で

あります。

　２　保証債務

連結子会社以外の会社のリース債務に対して、次の

とおり債務保証を行っております。

㈱アロートラストシステムズ

(旧社名：日本テレネット㈱)
20,872千円

　２　保証債務

連結子会社以外の会社のリース債務に対して、次の

とおり債務保証を行っております。

㈱アロートラストシステムズ

(旧社名：日本テレネット㈱)
23,472千円

　３　手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 64,108千円
　３　手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 24,069千円

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料 449,407百万円

役員賞与引当金繰入額 2,800 〃

退職給付費用 15,985 〃

試験研究費 200,413 〃

※２　たな卸資産評価損389,051千円には、「四半期連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変

更」会計処理基準に関する事項の変更(1)に記載した

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基

準第９号　平成18年７月５日）の適用に伴なう影響額

296,256千円のほか、販売戦略見直しに伴なう事業撤退

によるもの92,794千円が含まれております。　　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）
 （千円）

現金及び預金勘定 2,851,985

預入期間が３か月を超える定期預金 △255,000

現金及び現金同等物 2,596,985
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  10,055千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  311千株

３．新株予約権等に関する事項

2008年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 12千株 
新株予約権の四半期連結会計期間末残高

　
―（親会社）

４．配当に関する事項

 配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 146,863 15.0  平成20年３月31日  平成20年６月30日
利益剰余

金

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　
電子機器関連
事業（千円）

光学機器関連
事業（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 4,531,630 4,087,258 8,618,888 ― 8,618,888

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高

115,213 26,399 141,612 (141,612) ―

計 4,646,843 4,113,657 8,760,501 (141,612) 8,618,888

営業利益又は営業損失（△） △46,862 161,455 114,592 (9,236) 105,356

　（注）１．事業区分は、製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、親会社を中心とする電子応用製

品の開発、製造・販売を行う電子機器関連事業及び子会社㈱エルモ社を中心とする光学機器関連事業に区分

しております。

(1）電子機器関連事業……情報通信機器、ＦＡ関連機器、その他の電子機器の開発、製造・販売

(2）光学機器関連事業……書画カメラ（資料提示装置）、監視カメラなどの業務用カメラの開発、製造・販売

２．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」会計処理基準に関する事項の変更（

1）に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号　平成18年７月５日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業

利益が「電子機器関連事業」で48千円減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する 
売上高

6,948,533 1,461,220 209,134 ― 8,618,888 ― 8,618,888

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,625,370 ― ― 371,302 1,996,672 (1,996,672) ―

計 8,573,904 1,461,220 209,134 371,302 10,615,561 (1,996,672) 8,618,888

営業利益又は

営業損失（△）
108,893 65,394 22,816 △12,297 184,807 (79,450) 105,356

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）北米……米国

(2）欧州……ドイツ

(3）アジア…タイ

３．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」会計処理基準に関する事項の変更（

1）に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号　平成18年７月５日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業

利益が「日本」で48千円減少しております。

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,482,459 337,592 58,089 1,878,142

Ⅱ　連結売上高（千円） ― ― ― 8,618,888

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
17.2 3.9 0.7 21.8

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）北米………………米国、カナダ

(2）欧州………………イギリス、イタリア、ドイツほか

(3）その他の地域……アジア、大洋州ほか

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

　

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等が、前連結会計年度の末日と比較して増加しております。

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

通貨関連 為替予約取引 193,974 200,721 △6,747

　（注）　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。
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（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 837.99円 １株当たり純資産額 869.28円

　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

 純資産の部の合計額（千円） 9,618,677 10,049,329

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 1,453,247 1,538,256

（うち少数株主持分） (1,453,247) (1,538,256)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額（千円） 8,165,430 8,511,072

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（千株）
9,744 9,790

２．１株当たり四半期純損失金額

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 0.32円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額  

四半期純損失（千円） 3,124

普通株式に係る四半期純損失（千円） 3,124

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,775

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

　2008年満期円貨建転換社債型
新株予約権付社債。

　なお、概要は「第４提出会社

の状況、１株式等の状況、(2）新
株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。
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（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．当社連結子会社である㈱エルモ社の公募による新株式発行及びオーバーアロットメントによる株式の売出しに関す

る第三者割当による新株式発行

当社連結子会社である㈱エルモ社（以下「同社」という）は、平成20年７月10日開催の取締役会において、公募によ

る新株式発行及びオーバーアロットメントによる同社株式の売出し（東海東京証券株式会社が同社株主から借受ける

同社普通株式150,000株の売出し）に関する第三者割当による新株式発行を決議し、公募による新株式発行につきまし

ては、平成20年７月31日に払込を受けております。なお、詳細は以下のとおりであります。

　(1) 公募による新株式発行（一般募集）

①　発行した株式の種類及び数　　　普通株式　1,000,000株

②　発行価格　　　　　　　　　　　１株につき407円

③　発行価格の総額　　　　　　　　407,000,000円

④　発行価額　　　　　　　　　　　１株につき386.40円

⑤　発行価額の総額　　　　　　　　386,400,000円

⑥　資本組入額　　　　　　　　　　193,200,000円

⑦　払込期日　　　　　　　　　　　平成20年７月31日

⑧　資金使途　　　　　　　　　　　同社の本社社屋・工場の耐震補強ならびに合理化に充当する予定

　(2) 第三者割当による新株式発行（オーバーアロットメントによる売出しに関連して行う第三者割当増資）

①　発行する株式の種類及び数　　　普通株式　150,000株

②　払込金額　　　　　　　　　　　１株につき386.40円

③　払込金額の総額　　　　　　　　57,960,000円

④　資本組入額　　　　　　　　　　28,980,000円

⑤　割当先及び割当株式数 　　　　 東海東京証券株式会社　150,000株

⑥　払込期日　　　　　　　　　　　平成20年８月22日

⑦　資金使途　　　　　　　　　　　同社の本社社屋・工場の耐震補強ならびに合理化に充当する予定

なお、東海東京証券株式会社がシンジケートカバー取引又は安定操作取引を行う場合、オーバーアロットメントによ

る売出しに係る株式数から、シンジケートカバー取引又は安定操作取引によって取得し、借入れ株式の返却に充当する

株式を減じた株式数について、東海東京証券株式会社は本件第三者割当増資に係る割当に応じ、同社普通株式を取得す

る予定であります。そのため、本件第三者割当増資における発行数の全部又は一部につき申込みが行われず、その結果、

失権により本件第三者割当増資における最終的な発行数がその限度で減少し、又は発行そのものが全く行われない場

合があります。

２．自己株式の取得

　　当社は平成20年８月４日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議し、自己株式の取得を以下のとおり実施いたしました。

　(1) 自己株式の取得を行った理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため。

　(2) 取得の内容

①　取得した株式の種類　 　　　   当社普通株式

②　取得した株式の総数　    　　　484,200株

③　取得価額　　　　　　　　　　　１株につき390円

④　株式の取得価額の総額　　　　　188,838,000円

⑤　取得した日　　　　　　　　　　平成20年８月５日
⑥　取得の方法　　　　　　　　　　㈱ジャスダック証券取引所の自己株式取得のための固定価格取引による買付けによる

取得
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（リース取引関係）

　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は、前連結会計年度

末に比べて著しい変動がありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月11日

株式会社タイテック

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柴　山　昭　三

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 轟　　　芳　英

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 岩　﨑　宏　一

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タイテック

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20

年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タイテック及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は当第1四半期連結

会計期間より棚卸資産の評価に関する会計基準を適用している。

　２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社の連結子会社の㈱エルモ社は、平成20年７月10日開催の取締役会にお

いて、公募による新株式発行及び第三者割当による新株式発行を決議し、公募による新株式発行については、平成20年

７月31日に払込を受けている。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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